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第１章　調査の概要

１－１　調査の背景・経緯

（1）インドは 1991 年の外貨危機を契機として経済自由化路線へと転換して以降、外資規制の緩

和、貿易制度改革及び金融市場改革等を相次ぎ実施した結果、1990年代を通じ年率6％以上の

経済成長を実現している。2006 年には成長率 9.4％を達成し、約3億人といわれる中間層が出

現する一方、同数以上の人口が1日 1ドル以下の生活を余儀なくされている。このような状況

を踏まえて、インド政府は第10次 5ヵ年計画（2002/03 ～ 2006/07 年）において、「公平かつ持

続可能な成長」を基本方針に掲げた。

（2）これに対して、わが国政府は平成 18 年 5 月に策定した「インド国別援助計画」において、

①経済成長の促進、②貧困・環境問題の改善、③人材育成・交流の拡充を重点目標に位置づけ

ており、これを受けて、JICA は「インド国別事業実施計画」において、①貧困対策（保健医

療 / 社会的弱者支援 / 農村開発 / 観光開発）、②環境対策（自然環境保全 / 都市環境改善）及び

③経済開発（投資環境整備/製造業振興）を重点分野に掲げている。一方、国際協力銀行（JBIC）

もわが国政府方針を踏まえ、インド側国家開発計画にかんがみつつ、①経済インフラの整備、

②貧困層が裨益する地方開発、及び③環境問題への対応を重点分野としている。

（3）インド政府は最新の第 11 次 5 ヵ年計画においても、消費需要の拡大やインフラ投資等を牽

引役とした更なる経済発展とともに「貧困層や社会的弱者が経済成長の恩恵を享受できるこ

と」をめざしているので、今後、わが国の対インドODA においては、①経済成長を促すイン

フラ整備の分野及び②成長の恩恵に浴していない人々に対する社会分野（農業・農村開発、保

健･医療等）への支援、並びに③環境保全のための協力を一層バランスよく実施していくこと

が求められている。

（4）また、近年、円借款の最大受取国となったインドにおいては、2008年 10月のODA事業の統

合を控えて、現在、ODAタスクフォースを中心に技術協力と円借款事業の連携・一体的実施の

促進に向けて鋭意取り組みがなされているが、今後、技術協力、無償資金協力及び円借款の 3

つのスキームをより一層有機的に組み合わせることにより、事業効果の最大化を更に追求する

ことが求められている。

（5）加えて、両国が二国間の戦略的パートナーシップ強化をめざすなか、「地球温暖化」や「気

候変動」といった地球規模での課題に対して協調・協働して取り組む必要性が一層増してきて

いる。さらには、2015 年の国連ミレニアム開発目標（MDGs）の達成に向けてわが国は ODA

を通じて開発途上国への支援を行っているが、インド政府によるMDGs達成に向けた取り組み

を支援することは、同国が世界の貧困人口の3割を占めるなか、非常に意義が高いといえる。

（6）このような状況下、①課題間のバランス、② 3 スキームの有機的な組み合わせ、③ ODA 最

大受取国になることに付随する一層の国民への説明責任義務の観点及び④｢地球温暖化｣「気候

変動」等のグローバル・イッシューへの共同対処並びにインド側の新5ヵ年計画等関連開発政
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策を踏まえて、現行の｢国別援助計画｣に基づいて、実施方針の戦略性を高め、また各個別課題

のプログラム化を推進し、その精度を向上する必要が生じている。

（7）上記を踏まえて、わが国政府は、2007 年 6月、ハイレベル経済協力政策協議（於デリー）に

おいて、わが国の対インド経済協力においては、以下の 3分野を「中期的重点政策目標」とし

たい旨インド側に表明し、インド側の理解を得た。さらに、同目標に沿ったわが国政府による

協力プログラムを選定するために調査を実施することについてもインド側の了解を得た。

①　日印経済関係強化を通じた経済成長の促進

②　環境・気候変動・エネルギー問題に関する協力

③　貧困削減及び社会セクター開発

１－２　調査の目的

（1）「インド国別援助計画」に基づき、技術協力、無償資金協力及び円借款の 3 スキームを包含

した対インド支援の実施方針の戦略性が強化され、またハイレベル経済協力政策協議で合意を

得た 3 つの重点課題においてプログラム化が進展される。

（2）調査の結果を受けて実施する政策レベルでの協議を通じて、日本・インド両国関係者間のわ

が国対インドODA方針についての共有認識が醸成されるよう、調査の過程で、インド政府か

ら十分な政策ヒアリングを行い、協力プログラムを整理する。

１－３　調査の方針

（1）1991 年の経済改革以降のインド側の主要課題・セクターにおける政策変遷について、第 10

次5ヵ年計画を中心に整理分析するとともに、わが国協力実績を照らし合わせて協力の効果を

分析する。

（2）今後のインド側の主要課題・セクターにおける政策方針・施策について、第 11 次 5 ヵ年計

画（2007/08 ～ 2011/12年）を中心に確認するとともに、主要各ドナーの動向を整理・分析し、

今後の支援方針を検討する。

（3）上記を踏まえて、2007年 6月のハイレベル経済協力政策協議において合意された上記の3つ

の「中期的重点政策目標」に沿って「開発課題」の整理を行い、さらには「協力プログラム」

の抽出を行う。

（4）個別調査方針

①　支援ニーズが見込まれる各課題・セクターについて、第 11 次 5 ヵ年計画等の政策方針・

予算措置を中心に、インド政府関係各省から情報聴取する。また、わが国支援可能性につい

て意見交換を行う。

②　実施中の円借款・技協案件を視察し、関係者との意見交換を通じて事例収集を行う。

③　各ドナーの支援方向性を把握し、今後の協調可能性等に係る意見交換を行う。
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１－４　調査団の構成

１－４－１　調査実施体制

　本件調査の総合的企画・運営を行うタスクフォース（本邦TF）を設置する。同TFは「経済開

発」、「環境」及び｢社会開発」の 3つの重点分野ごとにワーキンググループ（WG）を設置し、分

野ごとに調査の計画、実施及び結果の取りまとめを現地ODA-TFと協調・協業しながら行う。な

お、TF事務局は外務省担当部署の指示の下、JBICと調整しつつJICA地域部が運営主体となる。

１－４－２　現地調査団員

　以下の本邦 TF メンバーに加えて、JBIC ニューデリー駐在員事務所及び JICA インド事務所よ

りも参団を得て実施した。

１－５　調査行程

１－５－１　現地調査期間（調査行程は別表のとおり）

　2007 年 11 月 14 日～ 30 日

担当分野 氏　名 所属・職位

1 総　括 海保　誠治 JICAアジア第二部長

2 経済開発1 勝田　穂積 JICA国際協力専門員

3 経済開発2 小山　良夫 JICA国際協力専門員

4 環境1 鎌田　寛子 JICA国際協力専門員（在デリー）

5 環境2 水口　正美 JICA国際協力専門員

6 社会開発1 金森　秀行 JICA国際協力専門員（在バンコク）

7 社会開発2 山形　洋一 JICA国際協力専門員（在ボパール）

8 協力企画 上原　克則 JICAアジア第二部南西アジアチーム担当

9 開発計画（経済開発） 昌谷　泉　 （株）グローバル・グループ21ジャパン

10 開発計画（環境） 青山　道信 （株）日本工営

11 開発計画（社会開発） 大門　毅　 アイエムジー
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１－５－２　主要訪問先（主要面談者）（全体の主要面談者は付属資料２．を参照）

（1）主要政府機関（18 機関）

国家計画委員会（委員：B. N. Yugandhar、副委員長付き顧問：G. Haldea）、首相付経済諮問

員会（委員：G. K. Chadha）、財務省経済局（局長：K. S. Krishna）、人的資源開発省、女性・

児童開発省、農業省農業協力局（局長：Mukesh Khullar）、労働・雇用省、商工業省、国家製

造業強化委員会、環境・森林省（中央汚染管理局）、電力省（エネルギー効率局）、都市開発

省、社会正義エンパワーメント省（次官：Veena Chhotray）、水資源省（次官：Gauri Chatterhi）、

新エネルギー・再生エネルギー省、船舶・陸上運輸・幹線道路省、中小零細企業省（次官補：

Jawhar Sircar）、全国農業農村開発銀行（NABARD）

（2）その他政府関連機関

デリー市（MCD）、ネルー大学（JNU）、国立応用経済研究所、デリー交通公社（DMRC）

（総裁：E. Sreedharan）、インド再生可能エネルギー開発公社（IREDA）

（3）民間組織

インド工業連盟（CII）、インド自動車製造協会（SIAM）、HONDA Ciel Cars India、Tata

Consultancy Services Limited、Price Waterhouse Cooper Co. Ltd.

（4）主要ドナー

世界銀行（Country Director：Isabel M. Guerrero）、アジア開発銀行（ADB）（Principal Economist：

Narhari Rao）、国連開発計画（UNDP）、国連工業開発機関（UNIDO）（代表：Philippe R. Scholtes）、

国連人口基金（UNFPA）、国連気候変動枠組み条約（UNFCCC）、米国国際開発庁（USAID）、

英国国際開発省（DfID）、ドイツ大使館（経済協力開発班長：Andreras Pfeil）、ドイツ技術協

力公社（GTZ）、CEDPA（米国系 NGO、保健医療セクターで活動実施）

（5）わが国関連組織

在インド日本国大使館（竹若公使、神山参事官）、日本貿易振興機構（JETRO）ニューデリー

センター

１－６　団長総括

（1）第 11 次 5 ヵ年計画概要

①　2007 年 4 月から開始。同計画は年内に閣議承認。

②　1992年以降の各種の規制緩和策、外国直接投資増大、及び高等教育・技術人材の十分な供

給が相乗効果を発揮したサービス産業が牽引する成長から、製造業を中心とした民間活動主

導の成長を更に加速し、併せて農村人口を成長プロセスに取り込み、更に広範囲、包括的成

長へ推進。

③　民間経済活動の基盤となるインフラは、推定値 5年間 5,000 億ドルの資金需要に、迅速・

効果的・効率的に対処するため、官民パートナーシップ（PPP）による総額の 30％を民間投

資として実施する。



－ 6－

（2）開発目標

①　年率 9％の成長を達成し、最終年の 2012 年には 10％を達成。

　　第一次産業（農業）4％、第二次産業 12％、第三次産業 10％目標

②　農村部の成長シナリオは、16％の国内総生産（GDP）占有率部門に人口の60％が就業する

構造を、農業分野の成長率の倍増 4％目標とともに、農村部の過剰労働人口に健康・教育・

技術習得機会を提供し、加えて農村部インフラ整備により、製造業振興と雇用促進を図るこ

とで、過剰農業人口を製造業牽引型の成長プロセスに取り込む。政府（中央及び州）は財政

支出を飛躍的に増大させる。

（3）制約要因：農業と電力

①　農業部門の成長の最大阻害要因は南西モンスーン期の雨量及び降雨時期及び分布。

②　石油価格の上昇傾向が今後も長期間継続すれば、広範にわたる負荷を及ぼし、ひいては投

資と成長に影響が出る。

③　インフラ部門とりわけ電力セクターの整備は、引き続き死活的にかかわる重要性を有する

（エネルギー供給の点、無収入電気、非電化人口 44％という実態）。

（4）日本に対する期待

①　優良事例（デリー・メトロ、ニザムディン橋など）を生かす。

②　社会セクターへの支援拡大を期待（計画委員会）。初等教育で 40％がドロップアウト、予

防接種などいずれも行政実施力が低いのでキャパシティ・ディベロップメントに期待。日本

の高度成長と教育を参考としたい（首相経済顧問）。

１－７　わが国協力の方向性に係る考察及び提言

１－７－１　これまでの開発計画及びわが国支援の評価

（1）第 9 次 5 ヵ年計画及び第 10 次 5 ヵ年計画における重点課題・セクター

　インド政府は1991年の経済危機を契機に、「新経済政策」と呼ばれる市場メカニズムを重

視した抜本的な経済構造改革、経済自由化に着手した。

　第 9 次 5 ヵ年計画は、「新経済政策」による本格的経済自由化政策の開始後に策定された

第8次 5ヵ年計画（1992/93～ 1996/97年）を引き継いで、改革路線の強化を基本的な方向と

していた。第 9 次 5 ヵ年計画においては、年平均経済成長率 6.5％及び「社会的公正と公平

な分配を伴った経済成長」という目標の下に、表１－１のとおり9つの個別重点課題が設定

された。次いで、第 10 次 5 ヵ年計画では、年平均経済成長率目標を 8％に設定し、10 年間

で所得の倍増をめざすとともに、「公平かつ持続的な成長」を目標に掲げ、経済成長により、

貧困率の削減、人口増加率の抑制、保健医療の改善、安全な水の供給、森林被覆率の増加、

主要汚染河川の浄化等を達成することとした（重点分野は表１－１のとおり）。

　また、2004年5月に成立したコングレス党を中心とする統一進歩連盟は新政権の施策とし

ての共通政策綱領を作成し、表１－１の項目を政権運営の原則としている。
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　第 9 次 5 ヵ年計画及び第 10 次 5 ヵ年計画期間のセクター別の財政支出とその比率（計画

額）を以下、表１－２及び図１－１に示す。

　両計画を通じて、エネルギーセクターが最大のシェアを占め、社会開発セクターが次に続

く。社会開発セクターは、教育、保健医療、社会福祉、住宅及び都市開発のサブセクターに

分かれ、支出ベースでは「教育」が 4分の 1強を占め、次いで、住宅、都市開発及び保健医

療が続く。

　社会サービス・セクターに続くのが、運輸セクターであり、僅差で農業･農村開発セクター

を上回っている。

　他方、実績ベースで見ると、重点分野とされた農村開発、及び経済インフラのうち特にエ

ネルギー部門については、当初計画された配分比率を下回る実績となった。一方、教育や医

療・保健等の社会サービスについては、当初計画をおおむね上回るレベルで推移した。第10

次 5ヵ年計画においても、エネルギー部門の実績値が当初計画を大幅に下回り、社会サービ

ス部門の支出は、当初計画を大きく上回っている。運輸部門の実績は当初計画をおおむね上

回っている。第 9 次と第 10 次の支出を比較すると、鉱工業部門の減少幅が大きいのが目立

つ。

第9次5ヵ年計画（1997/98～ 2001/02）

社会的公正と公平な分配を伴った経済成長

・雇用創出と貧困削減を視野に入れた農業・農村開発

・経済成長の加速

・貧困層の食料・栄養確保

・安全な飲料水、基礎医療、初等教育等のベーシッ

ク･ミニマム･サービスの充足

・人口抑制

・持続的発展のための環境保全

・女性・社会的弱者層のためのエンパワー

メント

・住民参加を通じた、環境的に持続可能な開発の実

現

・自助努力

表１－１　インド政府第 9次及び 10 次 5ヵ年計画等の重点課題

第10次 5ヵ年計画（2002/03～ 2006/07）

公平かつ持続可能な成長

・保健・医療や教育などの社会福祉の向上

・労働生産性の向上

・指定カーストや少数民族の社会経済的地

位の改善

・経済成長と環境保全の両立

国家共通最小限要綱（2004）

・社会的融和の維持・促進

・雇用の拡大を伴う経済成長

・農民等組織部門就業者の福祉の拡大

・女性の地位向上

・指定カースト・指定部族の機会均等

・企業家・技術者等に対する支援
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に占めるわが国支援の割合が非常に限定的であることから、この点を踏まえて、国別援

助計画においては、対インド支援における「モデル的事業」の重要性が強調されている。

　次に、支援形態別にわが国支援実績をみていく。

①　円借款

　第 8 次 5ヵ年計画から第 10 次 5ヵ年計画における対インド円借款の推移をセク

ター別にみると、電力セクターがシェアを縮小する一方、運輸及び上下水道が顕著

に増加している。既述のとおり、エネルギー及び運輸セクターは当該期間において

一貫してインド側の重点課題・セクターであり、インド側の政策に合致してきたと

いえる〔なお、第9次計画期間の大半がインドの核実験（1998年）による円借款供

与の見合わせ期間と重複する点に留意する必要がある〕。

第8次計画期間 第9次計画期間 第10次計画期間※

電　力　 257,497（41.6） 126,799（57.8） 145,922（27.2）

産　業　 84,482（13.7） 30,000（13.7） 0 （0.0）

運　輸　 57,499（9.3） 42,394（19.3） 172,365（32.2）

上下水　 66,217（10.7） 0 （0.0） 98,149（18.3）

植　林　 49,271 （8.0） 6,193 （2.8） 59,352（11.1）

通　信　 0 （0.0） 0 （0.0） 0 （0.0）

環　境　 36,399 （5.9） 0 （0.0） 16,917 （3.2）

農　業　 34,383 （5.6） 13,934 （6.4） 26,163 （4.9）

商品借款 33,085 （5.3） 0 （0.0） 0 （0.0）

その他　 0 （0.0） 0 （0.0） 16,826 （3.1）

合　計　 618,833（100） 219,320 （100） 535,694 （100）

表１－４　対インド円借款の推移

　（単位：百万円 /括弧内は％）

※2006年度を含まず。
出所：JBIC公開情報より調査団作成

　 支出計画 比率（％） 支出計画 比率（％）

インド政府開発予算（※） 24,916,800 ― 44,243,531 ―

わが国支援合計 00,233,054 0.94 00,733,910 1.66

円借款実績 00,219,320 0.88 00,720,587 1.63

無償資金協力 000,08,479 0.03 000,08,208 0.02

技術協力（※2） 000,05,255 0.02 000,05,115 0.01

表１－３　インド政府の開発予算に占めるわが国の支援実績シェア

（単位：百万円）

第9次5ヵ年計画 第10次 5ヵ年計画

※：インド政府開発予算は、「表１－２」の合計額より算出
　　（1ルピー＝2.9円で換算）
※2：JICA実績のみ
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の交通ネットワークに支えられてきた。また、これらのインフラ整備の過程で土木、

建設から電気、電子に至るまで、広範な工学技術が開発・改良されるとともに、民間

セクターが発展し、わが国経済全体の底上げに大きく貢献してきた。上記経緯を通じ

て蓄積した知見・ノウハウは上述のとおり大きな成果をあげており、したがって、技

術優位性の点でも妥当であった。

②　環　境

　植林を含む環境保全については、森林被覆率を約25％向上させることをめざした第

10次5ヵ年計画の政策目標に整合的であったとみなすことができる。円借款では、森

林・林業セクターに対し、これまでに13件（1,308億円）の承諾実績があり、対イン

ド政府開発援助における全承諾額の5.8％に相当する。また、わが国の円借款を通じた

被植林面積は、インド植林面積増加分全体の10％程度に寄与していることから、十分

な有効性があったと判断し得る。

　次いで、河川・湖沼保全についても、「すべての主要河川の水質を指定利用水質まで

改善する」との第10次5ヵ年計画の政策目標に整合的であったと判断できる。わが国

の対インド国別援助計画は、貴重な淡水資源、良好な自然環境・生活環境の保全、生

態系の維持のため、河川・湖沼の環境保全に必要な協力を行う旨を明記しているが、

これは上記 5ヵ年計画に合致したものである。

　他方、都市環境の改善に関しては、「すべての都市排水を処理し、河川に放流する」

とする第10次5ヵ年計画の目標に整合的であると判断できる。まず、わが国の対イン

ド国別援助計画は、河川、土壌、地下水の汚染を防止し又は改善し、住民の衛生環境

を改善するため、上下水道セクターに対する支援を行う方針を掲げた。この方針に基

づき、上下水道・衛生セクターに係る円借款は、これまでに16件（2,726 億円）の承

諾実績がある。これは、インド向け全承諾額の 11.2％に相当する。

　環境影響を最小限に止め、エネルギーを安定的に確保して産業を発展させることは

国土と資源が限られたわが国にとって必要に迫られて克服してきた課題であった。し

かしながら、その経験を通じて得られた知見ノウハウは、インドがバランスのとれた

経済成長を達成するうえでこれまでも有用であったが、今後更にその必要性が高まる

と予測される。

③　貧困削減 / 社会開発

　貧困削減 /社会開発は第10次 5ヵ年計画の最優先取り組み課題の 1つであり、重点

分野として、農業・農村開発、教育・保健医療等の社会サービスの充足が一貫して掲

げられてきている。

　貧困削減/社会開発のわが国支援実績を援助形態別でみると、円借款では、灌漑、上

下水道のセクター等を中心に支援を実施しており、第10次5ヵ年計画の累計では、生

計向上のコンポーネントを含む森林管理や地方電化案件等を加えると3,000億円を超

える円借款を実施している。同規模は、同時期の対インドODA供与総額の約44％に

相当し、当該計画における貧困削減 /社会開発の比重に呼応しているといえ、妥当で

あったと判断できる。
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　無償資金協力では、第10次 5ヵ年計画を通じて、一貫して重点分野の1つである保

健医療セクターを中心とする協力を実施している。1つには、UNICEFを通じて「ポ

リオ撲滅事業」を1996年以来継続的に支援（累計供与額約70億円）している。イン

ド政府と世界保健機関（WHO）の調査によれば、1994 年のポリオ症例報告 5,881 例

が、第10次5ヵ年計画開始時の2002年時点においては1,600例に、更には第10次5ヵ

年計画終了時に相当する2007年には863件と半減しており、着実に効果が上がってい

る。わが国支援が寄与してきたといえる。また、一般無償資金協力では、地域の拠点

となる母子（小児）病院施設の整備や感染症対策拠点の施設整備を実施しており、案

件の｢面的広がり｣に留意した協力を展開している。

　技術協力においても、一貫して、第10次 5ヵ年計画の重点分野である農業・農村開

発、医療・保健セクターを中心に、協力を実施してきた。

　次にセクター別でみると、観光関連施設整備、灌漑、地方電化等の経済インフラセ

クターが大半を占めているが、インフラ事業においても例えば、観光インフラ整備に

よる観光振興を通じて貧困削減に寄与していると同時に、植林案件においても事業の

大きなコンポーネントとして生計向上（貧困対策）が含まれている。技術協力を実施

している養蚕、下痢症対策、母子保健においては投入金額以上の大きな援助効果を発

現している。なお、草の根技術協力についても、より規模は小さいが、農業・保健の

両セクターにおいて貢献をしている。

　わが国の技術優位性の観点から妥当性を検証すると、農業・農村開発において、わ

が国は問題解決型の技術開発と、土地改良・基盤整備、自治体を核とした農業改良普

及及び生活改良普及制度の整備、農協組織の発展等により、様々な自然・社会環境に

適応した事業を実施し、地域の発展を促進してきた。また、保健・医療では、わが国

は、国と自治体及び住民が一体となって、保健所や保健師による公衆衛生活動、母子

手帳の普及、住民参加による母子保健推進員制度等、現場重視の施策が大きな効果を

あげた。インドにおける農村の生活改善・生計向上に、今後ともこれらの知見を生か

し得ると判断される。

3） これまで援助実績が乏しい開発課題・セクター

①　経済開発

　近年のインフラ円借款の内訳をみると、運輸セクターに対する支援は、都市交通（鉄

道）に重点が置かれており、道路、港湾等の他サブセクターは金額的には必ずしも高

くない。選択と集中による援助効果の発現という観点からは一定の合理性があったが、

今後は、経済成長に伴う物流効率化に対応した支援を拡大する余地がある。

　一方、産業振興セクターにおいて援助が不十分であるとみなし得るサブセクターは、

「投資促進」、「輸出振興」、「産業政策」、「地域振興策」及び「標準化」等があげられ

るが、いずれもインド側が高いイニシアティブを発揮したサブセクターであり、これ

まで、支援ニーズは特定分野を除けば必ずしも高くなかった。

②　環　境

　急速な都市化が進展するなか、都市交通インフラや下水処理設備の整備を通じた取
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り組みが行われているが、百万都市が50ヵ所前後も存在するインドにおいては、自動

車普及台数の増加に伴い、自動車排ガスによる大気汚染の進行が都市部において顕著

である。今後は、大気汚染管理につながるような直接的アプローチや、民間資金の活

用など、モデル性の高いアプローチを通じた支援拡大が必要と認識される。

③　貧困削減 / 社会開発

　「貧困削減 /社会開発」分野においてこれまで援助実績が乏しいセクターとしては、

インド政府よりの要請が極めて限定的であったこともあるが、教育セクターがあげら

れる。特に公教育（政府が実施する義務教育）関連案件については、過去に実績がな

い。教育セクターに係るわが国の支援は、国費外国人留学生のほか、2006年4月に再

開した青年海外協力隊員派遣を通じた、私立小学校・国立高等教育機関における日本

語教育の推進等、限定的なものにとどまってきた。

１－７－２　第 11 次 5 ヵ年計画概要

（1）現状分析

1） 1991 年の経済危機を契機とする一連の経済改革に伴い、多くの点で経済が伸張した結

果、世界経済への統合が一層進展した。その成果として、特に IT産業及び IT関連産業の

躍進、それに続き医薬品、自動車部品、また繊維産業の隆盛及び海外直接投資が増大し

た。

2） 今後のインド経済において、若年労働力人口が継続的に拡大していることによる「人

口ボーナス（Demographic Dividend）」は、優位性の 1 つ。

3） 第 10 次 5 ヵ年計画期間を通じて、経済成長率（7.2％←第 9 次：5.5％）が顕著に加速

した結果、更なる経済力強化につながったが、この経済成長は十分に包括的（inclusive）

ではなかった。貧困削減のペースが不十分であり相当数の国民が教育や保健医療等の基礎

的社会サービスに、引き続きアクセスできていない。

（2）第 11 次 5 ヵ年計画骨子（同骨子の模式図は図１－６のとおり）

1） ビジョン

　当該計画のビジョンは、「Faster, more broad-based and inclusive growth」に基づくも

のであり、貧困削減を図るべく策定され、また様々な格差の解消に焦点を当てる。

2） 経済成長目標

　計画期間を通じて年平均9％（最終年10％）のGDP成長率をめざし、この目標達成の

ために第一次産業（農業セクター）4％、第二次産業10.5％（製造業：12.0％）及び第三

次産業（サービスセクター）10.0％の年平均成長率を目標とする。

3） 2 つの戦略

　当該計画を達成するための2大戦略が「Faster (rapid) Growth」と「Inclusive Growth」
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であり、前者による「パイ」の拡大を通じて、後者において必要となる大規模なレベル

での「生計向上」や国民大多数への「基礎的社会サービス（教育、保健医療及び安全な

飲み水等）の提供」のためのリソースを確保する。

4） 取り組み課題（チャレンジ）

　当該計画における主要な取り組み課題は以下のとおり。

①　「農業セクターの再活性化」：現在の成長率（2％未満）の倍増（4％）をめざす。

特に、農業セクターが雇用の約60％を占めるなか、農業収入の増加が必要不可欠で

あり、「第二の緑の革命」が必要。

②　「雇用創出」「雇用パターンの変革」： Inclusive Growth及び格差是正の観点から今

後、約1,000万人の農業労働者が非農業セクターに移行する必要がある。さらには

労働人口の増加（女性の社会進出を加味）のために非農業セクターにおいて計画期

間中新たに約7,000万人分の雇用を創出しなければならず、そのためには年率約6％

の増加が求められる。

③　「基礎的社会サービスの貧困層への提供」：当該計画の戦略の鍵となる要素。なお、

基礎的なサービスの提供は公的機関を通じてのみ提供可能であり、実施体制の強化

が重要。

④　「製造業の競争力強化」：（労働集約的な）製造業の年率12％の成長を目標と定め

る。また、この目標達成のためには、阻害要因であるインフラ整備（特に電力供給）

の解決に高い優先度を付与すべきである。

⑤　「人的資源開発（技能労働者の育成）」：、経済発展に伴い今後技能者が不足するこ

とを踏まえて、特に労働集約型産業における職業訓練の量的・質的（民間ニーズと

のマッチング・多様化）な向上が重要。

　なお、「環境保全」については、「（短期的には）環境持続性と経済成長の間で『trade-off』

があり得るかもしれない」とし、上記「trade-off」と「threat」をバランス良く評価すべ

きと述べている。

（3）その他

1） 最優先課題「格差と不均衡の是正」

　当該計画においては、社会の様々な格差の是正を最優先課題と位置づけており、①指

定カースト･指定部族、②ジェンダー、③都市農村間格差（地域間格差）及び④地域内格

差に焦点を当てている。③に関しては、特に、貧困州（地域）における社会・経済イン

フラ整備の重要性を指摘し、中央・州政府で相互補完的に取り組むことを主張している。

さらには、北東州に焦点を当てて、現状1人当たり所得が全国平均の4割にも満たない

ことを述べ、「コネクティビティ」等の取り組み課題をあげている。

2） インフラ投資：「経済インフラ整備」と｢農村インフラ整備｣

　都市インフラ（道路、港湾、鉄道、空港及び電力）の未整備が「Rapid (Faster) Growth」

に向けた最大の制約要因とみなし、産業セクターの年間成長率10％の達成のためには、
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当該計画期間中にインフラ不足を克服することが必須としている。他方、農村インフラ

の整備（道路、飲料水、住宅及び通信等）は「Inclusiveness」の確保に不可欠と整理さ

れている。

　当該計画期間における予想される全体投資額は約 4,944 億ドル1（第 10 次計画の 2.3

倍）。公的資金に限りがあるなかで、収益性のより低い社会開発セクターへの投資は政府

財政支援をはじめとする公的資金をあて、一方、収益性の高い経済インフラに対しては

PPPを軸とした民間部門からの資金を積極的に期待するとしている。なお、4,944億ドル

の負担内訳は、中央政府が40％、州政府 30％、民間投資（含むPPP）が 30％（第 10次

計画：18％）と計画されている。

　なお、インド政府は、PPP推進のためのフレームワークとして2006年1月、①ヴァイ

アビリティ・ギャップ・ファンディング（Viability Gap Funding：VGF）及び②インド・

インフラ金融公社（India Infrastructure Financing Corporation Limited：IIFCL）を設置

した。

①　VGF：財務省に設置された基金。総事業費の 20％を上限に贈与

②　IIFCL：インド・インフラ金融公社。総事業費の 20％を上限に長期融資。

1 第11次5ヵ年計画期間中のインフラ投資額の推計にあたっては、平均年率9％の経済成長という目標を達成するためには、年平均

対GDP比7.53％のインフラ投資が必要とされており（公的部門による投資5.30％、民間部門による投資2.24％）、これを金額で表

したものが5年間の合計で4,944.3億ドルとなる。
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○収入及び貧困

　●GDP：8～ 10％→2016/17に所得倍増

　●農業セクターGDP4％

　●7,000万の新規雇用創出

　●非熟練労働者の実質賃金20％引き上げ

　●（教育を受けた層の）失業率の5％未満への低下

　●貧困率の10％の低下

○インフラ

　●2009年までの全村電化及び24時間サービス

　●2009年までの全集落（千人・一部500人）の全天候道路での連結

　●2007年末までの無電話村の全廃/2012年までのブロードバンド化

　●2012年までのhomestead sites の全人口への提供、及び2016年度
　　までの全貧困人口を対象にした住宅建設用地の準備

○教　育

　●初等教育のドロップアウト率20％低下

　●初等教育の質向上（学習到達項目の標準化/モニタリング）

　●7歳児の識字率：85％

　
●男女間の識字率格差：10％以下

　

　●上位学校への就学率の向上：15％

○保健医療

　●乳幼児死亡率（IMR）の低下：26/千人、妊産婦死亡率（MMR）の
　　低下：1未満 /千人

　●出生率低下：2.1人

　●安全な水の提供：2009年まで

　
●0～3歳児の栄養失調児の割合の半減

　

　●貧血症状を示す女性の割合の半減

○環　境

　●森林被覆率の増加：5％　
　●すべての主要都市がWHOの大気環境規準（60ug/m3）を達成：
　　2011/12年まで

　●河川浄化のために都市排水を全量処理する：2011/12年まで

　●エネルギー効率性の向上：20％（2016/17年まで）　

○女性と子ども

　●0～ 6歳人口の男女比の改善

　●女性と子どもを対象とした施策の増加：33％

　●児童労働の禁止

表１－７　参考：第 11次 5ヵ年計画における主要な社会経済目標

参考（現状値等）

7.2％（第10次 5ヵ年計画期間中）

1.7％（第10次 5ヵ年計画期間中）

―

―

13.0％

34.7％（1日 1ドル以下）

―

―

―

―

21％（Grade-5）

―

76％（15～ 24歳）

男性：75.26％、女性：53.67％
（2001年）

10％

IMR：56/千人、MMR：5/千人

3.1人（2000～ 2005年）

86％（2004年）

5歳未満の低体重児率：47％
（1996～ 2005年）

成長期の女子（2003年）

23.69％（2003年）

デリー市：120ug/m3（2005年）

―

0.83toe/ 千米ドル（2005年）

男100：女性93.3

―

労働に従事する児童の率：14％
（1999～ 2005）
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【重点課題（チャレンジ）】

　上記 2大戦略の下、同計画における重点課題は次のとおり整理されている。

　①経済インフラ整備、②雇用創出、③農業セクターの再活性化、④農村インフラの

整備、⑤基礎的社会サービスの向上、⑥格差及び不均衡の是正、⑦環境保全

　各課題の 2大戦略における位置づけ及び相互の関連性は以下のとおり。

①　「経済インフラの整備」・「雇用創出」

　Faster Growth のためには、「経済インフラの整備」が最大のボトル・ネックと

位置づけられている。他方、「雇用を伴った経済成長」は、第 11次 5ヵ年計画に

おける大命題の1つであり、Faster Growth及び Inclusive Growthの双方にかかわ

る。つまり、調和のとれた発展のためには、今後、全労働人口の60％を占める農

村部において、過剰労働人口1,000万人を非農業セクターに移行させる必要があ

ると述べ、農村部における中小零細企業（工業）の振興による雇用促進が企図さ

れている。また、農村から都市への人口流入を抑制すべく、農民への homestead

（宅地を含む農地）の提供を目標の 1つに掲げている。

②　「農業セクターの再活性化」・「農村インフラの整備」

　｢農業セクター｣については、年率9％の経済成長の達成に向けた最大の不安要

因とされている。同セクターは、1960年代後半からの「緑の革命」等を通じた成

長後、近年「停滞」をみせており、第 11次 5ヵ年計画では成長率の倍増（2％→

4％）をめざしている。同セクターは、対GDPシェアを徐々に低下（約16％）さ

せつつも、約60％が就労し、また非農業人口を合わせると国民の約70％が農村地

域に居住し、引き続きインド経済に及ぼす影響は大きい。すなわち、同セクター

の不振は単に食糧生産性の鈍化のみならず、大規模な購買力の低下を意味し、経

済発展の「アキレス腱」となっている。上記のとおり、「農業セクターの再活性

化」に、第11次5ヵ年計画（9％の経済成長）の成否がかかっているといえる。一

方、「農村インフラの整備」についてはInclusive Growthの実現のために必須とさ

れている。

③　「基礎的社会サービスの向上」・｢格差及び不均衡の是正｣

　そもそも、Inclusive Growthの実現とは、｢格差及び不均衡の是正｣であり、この

なかには、ジェンダー配慮や指定カースト・指定部族やその他社会的弱者への配

慮、また、地域間（後進州の問題）及び地域内（都市と農村）の格差など様々な

格差が含まれており、包括的課題として位置づけるのが適当である。加えて、「基

礎的社会サービスの向上」も Inclusive Growth の実現には必須であり、教育や保

健医療並びに衛生・給水等の基礎的社会サービスへのアクセスの向上とそのため

のサービス提供者たる地方行政組織の行政力の強化も併せて取り組み課題と位置

づけられている。

　なお、「格差及び不均衡の是正」は「雇用創出」とともに第 11次 5ヵ年計画に

通底するテーマであり、2）の「インドが直面する内的リスク及び外的脅威」の項

で背景と併せて詳述する。

④　「環境保全」

　第11次5ヵ年計画では、環境の持続可能性は短期的には経済成長とのトレード
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オフに見えるだろうが、長期的には人の幸福との相補性と考えるべきであり、さ

らに、開発戦略は十分に注意を払い、脅威とトレードオフを適切に見極めなけれ

ばならないとしている。

2） インドが直面する内的リスク及び外的脅威（主要開発課題）

　次いで、インドが直面する次の内的リスク及び外的脅威について説明する（詳細は

参考資料を参照）。

①　人口増加（雇用問題）

②　格差拡大（地域間 / 地域内格差の拡大）

③　環境問題

　まず第一に「拡大する若年労働力と雇用の停滞」があげられ、第11次 5ヵ年計画に

おいても、7,000万人の新規雇用の創出と余剰農業労働力1,000万人の非農業セクター

へのシフトが目標として掲げられており、都市及び農村の双方における「雇用を伴っ

た経済成長」は同計画の大命題のひとつといえよう。

　第二に「様々な格差及び不均衡の拡大」があげられ、第9次及び第10次 5ヵ年計画

期間を通じた高い経済成長の結果、国全体の貧困率は低下をみたが、一方で都市と農

村の格差は縮まらず、また、富裕な地域と貧困な地域の所得差も拡大している。これ

がInclusive Growthの背景にあり、加えて、ジェンダー・ギャップ等社会における様々

な格差・不均衡への対応も喫緊の課題となっている。したがって、第11次5ヵ年計画

では、「格差及び不均衡の是正」も「雇用」と並んで大命題のひとつと位置づけてお

り、そのために「教育・保健医療等の基礎的社会サービスへのアクセス向上」を重要

な取り組み課題と位置づけ、各種の数値目標を掲げている。また、既述した｢農村余剰

労働力の非農業セクターへのシフト｣のためにも、これら余剰労働力層に保健医療や衛

生及び安全な水等の基礎的社会サービスへのアクセスを保障して、基礎教育及び技能

訓練の提供を通じで就労の促進を図る必要がある。

　インドが直面するリスク及び脅威の第 3番目には、「環境問題」があげられる。｢環

境｣に関しては、ひとつには人口の急激な増加に伴う環境負荷の増大への懸念が、もう

ひとつには気候変動による甚大な被害が危惧される。現状、インド政府は「経済成長」

が「環境対策」に優先するとの姿勢を見せ、実際、環境問題は経済発展の大きな阻害

要因となっていないように見えるが、いったん顕在化すればより脆弱な立場にある貧

困層を中心に甚大な影響が予測されるため、先行的な取り組みが求められる。

3） その他上位計画に位置づけられる既存枠組み（関連政策及び二国間の合意等）の方

　向性

　最後に、考慮すべき次の既存枠組み（関連政策及び二国間の合意等）について以下

に記す。

①　ミレニアム開発目標（MDGs）

②　日印（戦略的）グローバルパートナーシップ

　まず、「ミレニアム開発目標（MDGs）」に関しては、世界の貧困人口の約3分の1を

占めるインドへの貧困削減・社会開発支援は、MDGs達成に向けた貢献のうえでも欠
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くべからざる枠組みであるといえる。特にインドでは幼児死亡率や妊産婦死亡率等保

健医療分野で著しく立ち遅れており、大きな支援ニーズがある。次いで、両国政府間

の枠組みとして「日印グローバルパートナーシップ」があり、二国間の全般的な協力

関係の強化に向けた取り組みのほか、エネルギー問題や環境問題等について地球規模

で協力することにも同意している点に留意が必要である。さらには、域内大国として

のインドの周辺諸国の社会経済発展における役割にも今後一層留意することが求めら

れる。

　以下、各々について概要を述べる。

①　ミレニアム開発目標

【保健医療分野を中心とする支援ニーズ】

　11億にのぼる国民の3割以上が1日 1ドル以下の生活を送り、世界の貧困人口

の約3分の1を占めるインドに対する支援は、ミレニアム開発目標の達成支援の

観点からも重要であり、必須といえる。2015 年の目標達成に向けては、GOAL1

（極度の貧困飢餓の撲滅）及びGOAL2（初等教育完全普及の達成）は数値的には、

既に達成若しくは達成する見込みであるが、GOAL4から6の保健医療分野で大き

く目標値を下回る（幼児死亡率目標 26人 / 千人に対して最新実績値 56人 / 千人、

妊産婦死亡率1人 /千人に対して5人 /千人）ほか、GOAL3（女性のエンパワーメ

ント）及びGOAL7（環境の持続発展性の確保）の「安全な飲料水へのアクセス

（目標100％に対し現状86％）」の各指標でも目標達成は必ずしも楽観視できない。

②　日印グローバルパートナーシップ

　対インドODAは、「日印グローバルパートナーシップ」を促進するためのツー

ルのひとつとして位置づけられており、対インド支援の検討に際しては、当然、

同パートナーシップの枠組みを踏まえるよう留意する必要がある。

　なお、同パートナーシップの下、両国政府は二国間の関係強化のみならず、地

球温暖化・エネルギー問題等の地球的規模の課題に対して協調して取り組むこと

に同意しており、こうした課題に対する両国の協調・協同関係を促進・助長する

観点からも今後の支援を検討することが求められる。

【参考資料：インドが直面する内的リスク及び外的脅威（主要開発課題）】

　上記2）の「インドが直面する内的リスク及び外的脅威（主要開発課題）」について

以下、補足説明を行う。

①　人口増加

【若年労働人口の増加と雇用の停滞】

　インドにおいては1980年以来、20年間で約3億6,000万人が増加したが、これ

は毎月約120万人増の高い割合である。特に労働力人口の増加（年率約2.5％）が

顕著であり、人口増加率（年率約 1.5％）を上回っている。
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　第11次5ヵ年計画では、増大する若年労働力人口を経済発展の原動力と位置づ

けて、「人口ボーナス（Demographic Dividend）」と呼称している。一方、雇用は

停滞傾向にあり、特に組織部門の就業者数は縮小しており、6割が就労する農業

セクターの雇用伸び率も年率1％未満の状況である。この結果、失業率は、1999/

2000 年の 7.3％から 2004/05 年には 8.3％に上昇している。

　第11次 5ヵ年計画では、期間中に新たに約5,000万人の労働力が増加すること

が予測されており、加えて、現在の失業者及び女性の労働市場進出（特に農村部

における）を勘案すれば、当該期間中に新たに 7,000万人の非農業部門の雇用創

出が必要としており、これに対応できなければ、人口ボーナスが、かえって

「Demographic Nightmare」となることを指摘している。

②　格差及び不均衡の拡大（地域間 / 地域内格差の拡大）

【貧困（後進）州の立ち遅れ / 都市と農村の格差】

　インド全体としては、1980年代初頭に50％以上あった貧困率（1日当たり1ド

ル以下生活者の割合）が 2000 年までに 40％以下に減ってきており、大幅な改善

がみられる。ただし、農村部の貧困率は引き続き都市部を上回る。

　また、貧困率の地域間格差も大きく、インド政府基準では20％を超える州が16

州、40％を超える最貧州が 4州ある一方で、20％以下の州も 19州、更には 10％

以下の州も5州あり、貧困の地域格差が顕著である。また、過去10年間の州1人

当たりGDPを比較すると、表－ 10のとおり、オリッサ州は 2004/05 年度におい

てようやくパンジャブ州やマハラシュトラ州の1993/94年度の水準に達しており、

ビハール州に至っては、2004/05年度においても両州の1993/94年度の水準をはる

かに下回り低迷している。

　また、第11次 5ヵ年計画では、後進地域として、特に、北東州についは特別の

配慮を必要とするとしている。1人当たり所得が全インドの40％も下回っている

この地域の問題は、道路等のコネクティビティ、行政不足、法秩序の欠如等とし

ている。中央政府は北東州向けに対外援助借入事業を実施する際、9割を贈与扱

いにするなどの特別措置を設けているほか、北東州開発金融公社（North Eastern

Development Finance Corporation）に対する長期融資プログラム（6億ルピー）を

含め、総額 1,436 億ルピーの北東州開発事業が計上されている。

年 2001 2006 2011 2016 2021 2026

総人口 1,029 1,112 1,193 1,269 1,340 1,400

15歳未満 365（35.4） 357（32.1） 347（29.0） 340（26.7） 337（25.1） 327（23.3）

15～ 64歳 619（60.1） 699（62.8） 780（65.3） 851（67.0） 908（67.7） 957（68.3）

65歳以上 45（4.3） 56（5.0） 66（5.5） 78（6.1） 95（7.0） 116（8.2）

表１－９　インド人口予測

（単位：百万人）

※括弧内：総人口に占める割合
出所：Economic Survey 2006-2007
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えて、貧困削減・社会開発分野に対して、わが国の知見・ノウハウに基づいた支援につ

いて、計画委員会や財務省をはじめとしてインド側政府機関より期待が寄せられており、

インド側の援助受入姿勢の変化が感じ取れた。

　上記に照らして、今後の協力においては、経済インフラの整備を軸としたFaster Growth

支援を継続しつつ、Inclusive Growth の実現に向けても配慮して、直接的・間接的な支

援を強化することが求められる。ただし、インドにおいて膨大かつ多様な社会開発セク

ターの支援ニーズが存在するなか、持続的な成果を得るためには、今まで以上の「選択

と集中」及び波及効果（モデル性）に留意する必要がある。

　また、上記１－７－３（1）の 2）で述べたインドにおけるリスク及び脅威、「人口増

加」、「格差・不均衡の拡大」及び「環境問題」の緩和につながる支援が求められる。

　以上を勘案して、さらにわが国の協力実績及び知見・技術の優位性を踏まえつつ、ま

た、ミレニアム開発目標や日印グローバルパートナーシップ及び国別援助計画との整合

性に留意しつつ、援助重点分野（案）を次のとおり整理する。

①　経済インフラ整備を通じた持続的経済成長の支援

②　雇用を伴った経済成長に向けた支援

③　貧困削減に向けた支援（格差・不均衡の是正に向けた支援）

④　上記①②③と両立する環境・気候変動対策への支援

　各々について述べると、まず①の「経済インフラ整備を通じた持続的経済成長の支援」

は既述のとおり、Faster Growthに対する支援であり、わが国はこれまでも主として円借

款を通じた支援を継続・蓄積しており、今後の支援においてもこの成果を踏まえて、イ

ンドの更なる経済成長に向けたボトル・ネックの解消、投資環境の整備に向けた支援を

強化する。

　②の「雇用を伴った経済成長に向けた支援」は第11次 5ヵ年計画の命題の1つである

｢雇用創出｣に対応したものであり、都市部の産業振興･雇用創出に加えて、農村部にお

ける余剰農業労働人口の吸収も視野に支援を行う。

　③の「貧困削減に向けた支援（格差･不均衡の是正に向けた支援）」は、Inclusive Growth

に対応する支援であり、かつ第 11 次 5ヵ年計画のもう 1つの命題といえる。これまで、

貧困削減・社会開発セクターに関してはインド側の意向もあり、限定的にならざるを得

ない面もあったが、農業･農村分野及び保健・医療分野を中心とするミレニアム開発目標

達成への貢献も念頭に、今後わが国の知見・ノウハウを踏まえて本格的に取り組むこと

とする。加えて、ビハール州、オリッサ州及び北東州等の｢後進地域｣への支援強化を図

る。

　④の「環境･気候変動対策への支援」については、現時点でインド側において経済成長

へのプライオリティが高いなか、環境問題が経済発展の大きな阻害因子とならないよう

わが国の知見を活用し、成長、雇用創出、格差是正が両立し得る先行的な対応や、産業

分野での省エネ技術導入を念頭に支援する。環境及びエネルギー問題は、日印グローバ

ルパートナーシップにおいても共同で対処すべき事項に含まれており、同協力枠組みの

うえでも重要な支援事項である。
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2） わが国の重点開発課題（案）の検討

　上記１－７－２の「第11次 5ヵ年計画概要」と１－７－３（2）の1）で整理したイン

ドの開発課題：①経済インフラ整備、②雇用創出、③農業セクターの再活性化、④農村

インフラの整備、⑤基礎的社会サービスの向上、⑥環境保全（「格差及び不均衡の是正」

は包括的課題として取り扱う）を今次調査により得たインド側のわが国への支援ニーズ

を照らし合わせて、わが国の開発課題（案）をリソースを踏まえて考察する。

　まず、上記１－７－３（2）の1）で整理した「わが国協力性の方向（案）」に沿って、

上記の各開発課題を次のとおり整理する。

　上表中、「雇用創出」については、第 11次 5ヵ年計画において「余剰農業人口の非農

業セクターへのシフト」及びその方策の1つとしての「農村地域における中小零細企業

（工業）の振興」が目標として掲げられており、「格差・不均衡の是正に向けた支援」に

直接的に関与するものであり、したがって、「雇用を伴った経済成長に向けた支援」の2

つの方向性（案）に跨る。

　一方、「格差・不均衡の是正に向けた支援」については、上記のとおり、｢雇用の創出｣、

「農業セクターの再活性化」、「農村インフラの整備」及び｢基礎的社会サービスの向上｣

を含んでいるが、これは、第11次 5ヵ年計画の農業・農村部における戦略を踏まえてい

るといえる。すなわち、同計画においては、まず「農業生産自体の向上」を図り、次い

で過剰農業人口を成長プロセスに取り込むべく、「農村部の過剰労働人口に対して保健医

療・教育・技能の習得機会を提供」しつつ、「農村部におけるインフラ整備」と併せて、

「農産品加工や中小零細企業（工業）及びその他の地場産業の振興」と「雇用促進」を図

ることを企図しているが、「貧困削減に向けた支援（格差・不均衡の是正に向けた支援）」

は上記シナリオを包含することになる。

　次いで、インド側の各開発課題に対するわが国の対インド支援における開発課題（案）

を検討する。

援助重点分野（案）

経済インフラ整備を通じた経済成長の持続的発展支援

雇用を伴った経済成長に向けた支援

貧困削減に向けた支援

（格差･不均衡の是正に向けた支援）

環境･気候変動対策への支援

インドの開発課題

経済インフラ整備

雇用創出

農業セクターの再活性化

農村インフラの整備

基礎的社会サービスの向上

環境保全
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①　経済インフラ整備（電力及び運輸交通インフラ）

　既述のとおり、第 11次 5ヵ年計画においては、経済インフラを「Faster Growth」

の達成に向けた最大の制約要因と位置づけている。目標として掲げている産業セク

ターの年率成長率10％の達成のためには、大規模な経済インフラ整備が必要である

と述べており、そのためには、5,000億ドル規模の投資が必要としている。特に、電

力については膨大な需給ギャップが存在しており、不足率は過去5年間でも拡大の

一途をたどっている。加えて、運輸セクターにおいても現在の高度成長下、物流人

流とも輸送量は増加しており、整備を怠れば多大な需給ギャップが発生するものと

想定されており、今次調査においても「電力・エネルギー」及び「運輸インフラ」

に対するわが国よりの継続支援が強く求められている。

　具体的な支援ニーズとしては、電力セクターについては、電力供給、送配電、エ

ネルギー効率化及び省エネルギーなどが要望されたが、これまで当該セクターに対

しては発電・送配電施設等の整備に対する円借款を通じ継続して支援を実施してお

り成果をあげている。技術協力についても、わが国の技術優位性の高い、エネルギー

効率化、省エネルギーに向けた支援に取り組み始めており、今後強化される予定で

ある。

　上記のとおり、電力・エネルギーセクターへの支援は妥当性が高く、わが国開発

課題（案）の1つとして取り上げるのが適当と判断される。なお、課題名称として

は、電力の需給ギャップに着目し、かつ「省エネルギー」への対応を勘案して、「エ

ネルギー安定供給」とする（なお、「環境保全」でも省エネルギーが支援ニーズとし

てあがっているが、他サブセクターへの親和性から、｢経済インフラ整備｣に便宜上整

理した）。

　次いで、運輸インフラセクターの具体的支援ニーズとしては、幹線交通インフラ、

都市交通及び高速道路交通システム（Intelligent Transport Systems：ITS）、地方道

及び運営・維持管理等実施体制強化、等が要望されたが、当該セクターに対しても

これまで、幹線道路網や都市交通、港湾施設等の整備に対する円借款を通じ継続し

て支援を実施しており成果をあげている。特に「デリー高速輸送システム建設計画

インド側
開発課題

経済イン

フラ整備

わが国開発課題
（案）

わが国への支援ニーズ
協力プログラム

（例）

電力・エネル

ギー

運輸インフラ

電力供給

送配電

エネルギー効率化

省エネルギー　等

幹線交通インフラ

都市交通/高速道路交

通システム（ITS）

地方道

運営・維持管理等実施
体制強化　等

エネルギー安定

供給

交通ネットワー

ク整備・維持管

理

エネルギー安定

供給

交通ネットワー

ク整備・維持管

理
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（デリー・メトロ）」は、Shining Example として両国関係者に認知されている。技

術協力においても、運輸インフラの維持管理体制の強化に向けた支援に加えて、近

年では、インドの国家的プロジェクトである貨物専用鉄道（Dedica ted  Fre igh t

Corridor：DFC）の事業化に向けた調査に係る支援を行っている。

　上記のとおり、運輸インフラセクターへの支援は妥当性が高く、わが国開発課題

（案）の1つとして取り上げるのが適当と判断される。課題名称としては物流・人流

に着目し、かつ運営維持管理体制の強化への支援を配慮して、「交通ネットワーク整

備・維持管理」と整理した。

　なお、以下、「エネルギー安定供給」及び「交通ネットワーク整備・維持管理」に

向けた支援における援助形態ごとの留意点を整理する。

　まず、資金協力（円借款及び無償資金協力）については、従来どおり公共投資を

軸として実施される多くのインフラ投資（社会開発部門インフラをはじめとする財

務的フィージビリティが低いインフラのシェアが増加するものと考えられる）への

従来型援助に加え、現在インド政府が進めているPPPを軸とするインフラ整備への

支援がニーズとしてある。後者については、特にVGFやIIFCLといった枠組みを活

用した取り組みはまだ緒についたばかりであり、民間部門の動向は先行き不透明な

点留意する必要があるが、民間部門の呼び水としての意味でも、わが国ODAがいか

なる役割を果たし得るか検討していく意義は大きい。

　一方、技術協力に関しては、個別のセクターごとに違った事情があるが共通的に

いえることは、計画面ではある程度技術的に高度なもの（例えば都市交通計画、

エネルギー効率化、大水深港湾など）のほか先方との協議のなかでニーズの抽出が

あり得る一方、建設後のオペレーションや維持管理面〔例えば、大量輸送システム

（Mass Rapid Transit System：MRTS）〕ではニーズ及びわが国の技術優位性が認め

られる。また、その他、制度面の整備や行政能力強化のキャパシティ・ディベロッ

プメントのニーズも認められる。加えて、全体として新しい技術・制度に対してキャ

パシティ・ディベロップメントへの支援を望む声は今次調査を通じ多く寄せられた。

　インフラ部門については、これまでも資金協力（円借款）と技術協力との連携案

件3が少なくないが、今後ともより一層の効果的かつ効率的な支援の実施に向けて

資金協力と技術協力との一体的な実施を考慮すべきである。なお、経済インフラ整

備、特に大規模開発にあたっては、住民移転等の社会・環境面での負のインパクト

が派生する。このような負の影響を緩和するために、コミュニティ支援、環境配慮

や社会配慮のためのガイドライン作成や、それにかかわる行政官の能力向上を行う

等の技術協力による支援も検討の余地があると思われる。

3 技術協力による開発調査に基づいて円借款を供与した例としては、開発調査「カルカッタ都市交通施設整備計画調査」及び円借

款「カルカッタ都市交通施設整備事業」が、また2007年10月に調査を終了した開発調査「幹線貨物鉄道輸送力強化計画」も類似

のケースであり、今後円借款につながることが期待される。他方、円借款によるインフラ整備後の運営維持管理体制強化に向け

た技術協力としては、「デリー高速輸送システム建設事業」に対する専門家「地下鉄車両の維持管理及び安全運行能力の向上」派

遣や、円借款「国道2号線拡幅・改良事業」他に対する 技術協力プロジェクト「道路技術データ管理及び維持管理技術者育成」の

実施がある。
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②　雇用創出

　産業振興においては、過去10年、IT及び IT関連サービス産業を中心とするサー

ビス産業が急成長し、経済成長を牽引してきたが、雇用面での貢献は限定的であり、

雇用の停滞状況を打破するには至っていない。インド政府は、第11次5ヵ年計画中

に新たに7,000万人の非農業分野の雇用創出をめざしており、そのために労働集約

的な製造業の振興を優先課題と位置づけているが、そのためのボトル・ネックの 1

つが人的資源の開発とされている。近年の継続的な経済成長により、産業界が求め

る高い技能・技術を備えた質の良い人材が絶対的に不足している。このような産業

界の人材不足状況は、あらゆる職種・職階に及んでおり、この問題解決のためには、

かなり大規模の投資が公的セクターの関係機関に求められることになる。

　また、当該計画期間において、都市農村格差の是正に向けて農業就労人口 1,000

万人を非農業産業にシフトさせる必要があるとしており、その方策の1つとして農

村部における中小零細企業の振興も重視している。併せて、「農村セクターの再活性

化」においても、農産加工等1.5次産業の振興が支援ニーズとして確認されている。

　今次調査の結果、具体的な支援ニーズとしては、産業（製造業）の振興、産業人

材の育成、（農村）中小零細企業（工業）の振興があげられたが、これまで、産業振

興に向けた支援については、円借款においては中小企業向け開発金融（ツーステッ

プローン）及び仏跡観光開発に向けた支援等があげられる。他方、技術協力は限定

される（ただし、養蚕業への支援を通じて間接的に製糸業・絹織物業を支援）。産業

振興については、これまではJETROが一村一品運動を展開しているほか、特に、産

業人材の育成に関しては、財団法人海外技術者研修協会（AOTS）による研修が大

きな役割を果たしてきた。最近、技術協力において、国家製造業強化委員会主導に

よる「製造業の経営幹部育成プログラム」への支援を開始したが、同プログラムに

インド側は産官学がコンソーシアムを組んで臨んでおり、先方の期待も大きく、成

果が注目される。

　わが国のこれまでの支援は限定的であるが、「産業振興」、「産業人材の育成」や

「地場産業の育成」に係る豊富な知見・ノウハウを有しており、わが国開発課題（案）

として取り上げるのが適当である。支援の検討にあたっては、近年の日本・インド

経済関係の深化、日本を含む外国企業の対インド投資機運の高まりを踏まえ、わが

インド側開発

課題

雇用創出

（農業セクター

の再活性化）

わが国への支援ニーズ
わが国開発課題

（案）

協力プログラム

（例） ※括弧内具体

的課題・セクター

産業振興による雇用
の創出（産業人材育
成を含む）

農村における雇用の

創出

産業（製造業）の振興

産業人材の育成

（農村）中小零細企業（工業）
の振興

（農産加工の促進）

雇用の創出

（農村の生計向
上）
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国民間セクターと連携しつつ、直接投資の促進に向けた制度改善面での協力の可能

性も検討すべきである。なお、協力プログラム（例）としては、都市と農村に着目

して、「産業振興による雇用の創出」と「農村における雇用の創出」との2プログラ

ムへの整理が可能と思われる。

③　農業セクターの再活性化

　第11次5ヵ年計画における目標成長率9％/年の成達成のためには、就労人口の60％

を占める農業セクターの再活性化が不可欠とされ、そのために「第二の緑の革命」

が必要と述べられている。

　今次調査を通じて得た具体的支援ニーズとしては、農産加工の促進、園芸作物等

より付加価値の高い作物の生産強化による農業の多様化、市場流通性の強化及び家

畜生産の改善等が確認された。また、併せて研究と普及の連携強化の必要性もあげ

られている。

　農業セクターについては、過去40年間にわたり、技術協力が一貫して重点的に支

援を行っており、知見・ノウハウが蓄積されており、技術優位性の高いセクターで

ある。円借款においても養蚕業振興に向けた支援のほか、灌漑施設、電化等の農村

インフラの整備を通じて生産性の向上に寄与してきている。

　上記のとおり、農業セクターへの支援は妥当性が高く、わが国開発課題（案）と

して取り上げるのが適当と判断され、課題名称としては、次の④の「農村インフラ」

を包含して、｢農村の生計向上｣とする。協力プログラム（例）としては、農村インフ

ラや農村開発への支援と峻別すべく、農業自体に照射し、「農業生産性の向上」と

し、農産加工の促進については②の「雇用創出」における支援ニーズ「（農村）中小

零細企業（工業）の振興」と併せて「農村における雇用の創出」と整理することが

できよう。

インド側開発

課題

農業セクター

の再活性化

わが国への支援ニーズ
わが国開発課題

（案）

協力プログラム

（例）

農産加工の促進

農業多様化

農業市場の活性化

家畜生産の改善

農村の生計向上

農村における雇用の
創出

農業生産性の向上
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④　農村インフラの整備

　11次5ヵ年計画においては、「農村インフラの整備」は「Inclusiveness」の確保に

不可欠であると位置づけられており、また、「農業セクターの再活性化」及び「農村

における雇用の創出」の前提となるといえる。

　インド政府は社会開発を推し進めるにあたり、農村部の基礎インフラ（水・電気・

住宅・道路）を整備し、農業を中心とする所得・雇用を提供してきたが、2005年度

以降は、BN（Bharat Nirman）事業を中心に実施してきた。同事業は、第 11次 5ヵ

年計画においても地方インフラ整備の中核を占めるものである。その政策目的は次

のとおり、同計画における農村インフラセクターの数値目標に重なる：①すべての

村に電力供給（12万 5,000 村、2,500 万世帯）、②住民 1,000 人超の市町村に、全天

候型の道路、③すべての住民に安全な水（5 万 5,067 世帯）、④すべての村に電話

（6万 6,822 村、原則受益者負担）、⑤ 1,000 万 ha の灌漑能力、⑥ 600 万世帯の貧困

者向け住居建設を達成するとしている。

　今次調査を通じては、灌漑施設、市場施設、地方給水や農村道路等の整備が具体

的支援ニーズとしてあげられているが、わが国は円借款による灌漑施設の整備や農

村電化を継続して実施してきている。なお、インド農業においては引き続き、灌漑

率（約 40％）4が低く、灌漑施設の整備について大きなニーズがある。なお、アン

ドラ・プラデシュ州において、円借款により灌漑施設の整備が進み、今後、州政府

の水管理に係る実施体制強化に向けた技術協力の実施が予定されているが、今後も、

両スキームの連携が期待されるセクターといえる。

　加えて、農村の生活改善・環境保全も農村インフラと併せて「Inclusiveness」の

確保に不可欠であり、また「農業セクターの再活性化」及び「農村における雇用の

創出」の前提となる。これらは後述する基礎的社会サービスの向上及び環境保全の

一部であるが、農村開発に係る協力では一体的に取り組むことが必要かつ効率的・

インド側開発

課題

農村インフラ

の整備

（基礎的社会

サービスの向

上・環境保全）

わが国への支援ニーズ
わが国開発課題

（案）

協力プログラム

（例）

灌漑施設

市場施設

地方給水

農村道路

地方電化

生活環境の改善

農村の生計向上 農村インフラ整備

4 作物作付面積に対する灌漑面積率は約40％である。2000～2001年度の純作付面積1.4億ha、延べ作付面積1.9億haのうち純灌漑

面積は0.55億 ha、延べ灌漑面積は0.75億 haであった。その水源の62％は管井戸などの井戸、29％は水路、4％はため池、5％は

その他である。延べ灌漑面積の31％はコメ、30％は小麦の作付地である。
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効果的な場合が多く、わが国の援助実績もあるので、農村インフラと併せた協力の

実施可能性を確保すべきであろう。

　上記のとおり、「農村インフラの整備」の支援は妥当性が高く、上記③の「農業セ

クターの再活性化」と併せて、「農村の生計向上」と整理して、わが国開発課題（案）

として取り上げるのが適当と判断される。協力プログラム（例）としては、「農村環

境・インフラの整備」として「農業生産性の向上」と分けて整理するのが適当と思

われる（なお、その際、「地方給水」については、後述する「環境保全」の「水質・

水資源管理」に、また「農村電化」については「経済インフラ」の「エネルギー安

定供給」にも含め得るところ、いずれの開発課題（案）に含めるか調整が求められ

よう。

⑤　基礎的社会サービスの向上

　第 11次 5ヵ年計画において、教育・保健医療･衛生等の基礎的社会サービスの貧

困層への提供はInclusive Growthの鍵となる要素の1つであり、また、「農村インフ

ラの整備」同様に、農業セクターの再活性化及び農村における産業振興・雇用の促

進の前提となる。特に、教育セクターは、農村における産業育成・雇用の創出に連

動する。

　今次調査において、基礎的社会サービスに関しては、計画委員会、財務省等から

も日本の貧困削減・社会開発セクターに対する支援拡大への期待が表明された。特

に、保健医療・衛生及び教育に対する支援への要望が出されたが、実際、第 11 次

5ヵ年計画における予算措置においても、教育及び保健医療分野へは重点的な配分が

計画されている。

　次いで、保健医療・衛生及び教育をセクター別にみていく。

　まずは、保健医療・衛生セクターにおける具体的ニーズとしては、母子保健の改

善、医療サービスへの機会拡大及び感染症予防等について要望が出されている。当

該セクターに対するわが国支援は、これまで主として技術協力及び無償資金協力を

通じて実施してきている。技術協力においては、感染症対策及び母子保健に係る支

援を継続して実施しており成果をあげている。また、無償資金協力でも一貫して感

インド側

開発課題

基礎的社会

サービスの

向上

わが国への支援ニーズ
わが国開発課題

（案）

協力プログラム

（例）

保健医療・

衛生

教　育

基礎的社会サー

ビスの向上

基礎的社会サービス

の向上

母子保健の改善

医療サービスへの

機会拡大

感染症予防

公的教育の「質」の

向上

社会的弱者のエン

パワーメント
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染症対策及び母子保健〔UNICEFを通じたポリオ・ワクチン供与及び（母子）病院

施設の整備〕に対する支援を継続しており知見･ノウハウが蓄積されている。

　既述のとおり、保健医療セクターへの支援はMDGs 達成の観点からも重要とい

え、開発課題（案）として支援を継続すべきと判断される。

　一方、教育セクターについては、就学率の向上等「量」については一定の成果は

みたが、初等教育のドロップアウト率は40％と高く、第11次5ヵ年計画においては、

「質」の向上が今後の課題と位置づけられている。また、後期初等教育及び中等教育

に今後焦点を当てる必要性を指摘されている。教育セクターは当該計画において予

算面で大幅な伸びが予想されており、全体の約20％程度が配分されるとみられてい

る。今回のヒアリング調査結果によると、教育セクターに関しては、初等教育・中

等教育・高等教育等、学校教育に対する支援が重要である、と指摘されている。特

に、後期初等教育と中等教育については、Education for All（EFA）達成に向けた

積極的な対応の一方、これまで十分な対策が講じられてきたとはいえない。加えて、

「初等中等教育におけるモデル校」に対する協力という意見が出されている。ただ

し、教育セクターへの支援については、わが国として実績に乏しく、既にDfIDや世

界銀行が主として資金面からインドのSSA（Sarva Shiksha Abhiyan）プログラムを

支援しているなか、「新規」に日本が参入していくためには、ドナー間調整に加え

て、日本としての「戦略的な視点」が必要になってくる。なお、インドの教育は、

公的教育が果たしてきた役割が相対的に小さく、学校教育以外（ノンフォーマル教

育）の教育活動（識字教育等）が重要な役割を果たしてきた点に特徴があり、この

点留意する必要がある。

　上記のとおり、基礎的社会サービスの向上への支援は総合的に妥当性が高く、開

発課題（案）として取り上げるのが適当と判断されるが、「教育」への本格的な支援

については更なる検討を要すると思われる。

⑥　環境保全

インド側開発

課題

環境保全

わが国への支援ニーズ
わが国開発課題

（案）

協力プログラム

（例） ※括弧内具体

的課題・セクター

公害防止対策

都市上下水道整備

河川・湖沼保全

森林保全と植林

省エネルギー

（エネルギー効率化）

代替エネルギー

防　災

都市環境の保

全・改善

自然環境の保全

（エネルギー安

定供給）

（廃棄物管理・大気

汚染管理）

水質・水資源管理

（流域管理・河川湖

沼保全）

森林保全（植林）

（エネルギー効率化、

省エネルギー）

横断的課題：気候変動
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　第11次5ヵ年計画における環境に関しての基本認識は、人口増による環境負荷の

増大と、経済成長に伴う環境の悪化の2点に集約され、環境に優しい経済成長を達

成するには、次世代への啓発と適切な環境政策の実施が不可欠としている。ただし、

「環境保全」については、短期的には環境持続性と経済成長との間で trade-off もあ

り得るとしており、今次調査においても、経済成長の阻害とならない支援（例えば、

企業にとってコスト負担可能なクリーンテクノロジーなど）であるべきと示唆され

ている。

　しかし、上記１－７－３（2）の「わが国協力の方向性」で述べたとおり、経済開

発に対する環境面の制約が今後明らかになるにつれて、先行的に環境問題に取り組

むことの重要性に対する認識を一層強め、支援ニーズが高まると推測される（円借

款で実施中の廃棄物事業等はその好例といえる）。加えて、インドにおいては、気候

変動の影響を最も被りやすい一次産業（農林水産業）就労者が就労人口の6割を占

め、多くが貧困層に属するなか、農村部における脆弱なインフラ、地方行政のキャ

パシティ不足等とも相まって、気候変動への対応能力が極めて弱い点にも留意する

必要があり、更なる格差の拡大、不均衡の助長を防止する観点からも環境セクター

支援に取り組むことが求められる。

　第11次5ヵ年計画における環境分野の主な目標は、公害対策では、主要都市にお

ける大気汚染の改善（WHO 基準の達成）があげられている。当該セクターにおけ

るわが国支援実績は、ひとつには円借款による運輸交通インフラ整備（特に都市の

軌道系交通）による間接的な貢献があげられ、他方、技術協力では、クリーナープ

ロダクションの啓発・促進に向けた研修を実施してきている。今後とも公害対策に

ついてはわが国の知見・ノウハウが蓄積されており、技術優位性が高い分野である

ため、支援の妥当性は高い。

　同じく、水資源・国土資源の目標としては、全国民への安全な水の提供、都市排

水の全量処理及び森林被覆率の増加があげられており、前二者については、円借款

による上下水道の整備及び技術協力による上下水道整備に係る開発調査、また下水

施設の運営維持管理などについて協力を実施してきている。当該セクターも両ス

キームの連携・相互補完効果が見込まれる。森林被覆率については円借款により累

次に植林事業を実施しており、これまでも被覆率の向上に貢献してきている。

　次いで、河川湖沼保全分野では、ガンジス河の浄化に向けた支援を円借款と技術

協力で連携しつつ実施してきている。

　上記のとおり、「環境保全」の支援は妥当性が高く、わが国開発課題（案）として

取り上げるのが適当と判断される。開発課題（案）としては、「省エネルギー」、「代

替エネルギー」及び「防災」を除く支援ニーズについて、｢都市｣と「自然」に着目

し、「都市環境の保全・改善」及び「自然環境の保全」に整理する。また、省エネル

ギー及び代替エネルギーは、「経済インフラ整備」の「エネルギー安定供給」で対応

することとする。なお、両国政府間で「エネルギー対話/エネルギー・フォーラム」

が設置されており、その枠組みの下、経済産業省のイニシアティブで独立行政法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）を通じての支援が表明されている

が、現在時点では連携はもとより情報共有も十分とはいえない。今後は日本として



－ 38 －

の支援方針の検討を行うとともに、協力実施に際しては役割分担に留意する必要が

ある。

　なお、以下（3）で詳述するが、気候変動（緩和策・適応策）については、多くの

セクターに跨る横断的課題として整理し、「防災」についても気候変動（適応策）の

一環として位置づける。

　協力プログラム（例）としては、｢廃棄物管理｣や「大気汚染改善」に係るプログラ

ムや、「都市上下水道整備」及び「河川・湖沼保全」を包含する「水質・水資源管

理」、また、「森林保全（植林）」プログラムが考えられる。なお、「森林保全（植林）」

については、SHG（Self Help Group）支援等を通じた雇用創出の機能も過小評価で

きないところ、環境保全の枠組みでとらえるか、「農村における雇用創出」に位置づ

けるのか、更なる議論が必要である。

　表１－11「インドの開発の方向性（開発課題）とわが国協力の方向性・開発課題

（案）」は、本検討を取りまとめた一覧表である。
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（3）横断的課題

　上記１－７－３（2）の支援を実施するにあたり、各セクターに跨る横断的課題として取

り扱うべき事項として「気候変動（緩和策・適応策）」及び「人材育成（人的交流を含む）

及びキャパシティ・ディベロップメント」を位置づけることとする。各々の説明は以下のと

おり。

1） 気候変動（緩和策・適応策）

　気候変動については、エネルギーセクターにおける効率化・省エネ促進により、温

暖化ガス排出削減に直接的に貢献することが期待される一方、既述のとおり緩和策・

適応策とも各セクターに跨る総合的な対応が求められるため、1つの支援セクターと

してよりも横断的課題としてとらえるのが適当と考えられる。例えば、緩和策では、

実際に、運輸セクターにおける軌道系の都市交通へのモーダル・シフトへの支援や植

林事業によって二酸化炭素の排出削減効果も期待される。また、適応策についても、

保健医療セクターにおける感染症対策や農業セクターにおける作物品種の開発導入な

どに取り組むことで、特に脆弱性が高い貧困層への影響の軽減に寄与できる。このよ

うに、むしろ各プログラムや個別プロジェクトにおける気候変動に向けた機能（イン

パクト）に着目して、可能であれば、同機能を助長する方向で内容を整理し、気候変

動に対するわが国の支援を総体として強化する方向で取り組むことが適当と思われる。

2） 人材育成（人的交流を含む）・キャパシティ・ディベロップメント

　人材育成及びキャパシティ・ディベロップメントは、第11次5ヵ年計画においても

教育・保健医療等基礎的社会サービスへのアクセス改善に向けて、PRI（Panchayat Raj

Institution）の役割の重要性が強調されている。また、中央政府による各種の社会開

発・貧困対策（補助金）事業の実施を担うのは、上記PRIを含む地方行政組織であり、

各事業の効果の発現はこれら地方行政組織の実施運営能力に大きく依存している。

　地方行政組織の人材育成及びキャパシティ・ディベロップメントに関し、わが国は

円借款及び技術協力を通じて支援を実施してきてた。特に、技術協力の主たる目的は、

各プロジェクトを通じて、個人・組織・社会等、各々のレベルでの総体的な課題対処

能力向上を支援することであり、経済開発から貧困対策、社会開発、環境までのすべ

ての分野で、大きな役割を果たしてきた。

　また、「人的交流」について、国別援助計画で日本・インド両国民間の相互理解促進

のためにODAを交流の「場」として活用する必要性を強調しているほか、日印共同

研究会報告書（2006 年 6月）でもODAを通じて人的交流と相互理解の拡充を勧告し

ている。「人的交流の拡充」は、これまでも技術協力及び円借款の各案件において重要

な側面と認識され、協力内容に適宜勘案されてきたが、今後とも上記の人材育成・キャ

パシティ・ディベロップメントに併せて共通（横断的）課題として留意すべきと考え

られる。

（4）配慮事項

　次いで、上記１－７－３（2）の支援を実施するにあたっての｢配慮事項｣を次のとおり整
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理する。

1） ジェンダー配慮及び社会的弱者配慮

　既述のとおり、第11次5ヵ年計画においては、社会の様々な格差の是正を最優先課

題と位置づけている。特に、ジェンダー、男女格差の是正に向けた取り組み強化につ

いては、重要性を繰り返し主張しており、達成目標にも「女性と子ども」という項目

を設け、「政府の実施する全施策（スキーム）の受益者の少なくとも3分の1が女性（及

び少女）となること」などを掲げている。また、当該計画においては、指定カースト

及び指定部族並びに障害者等その他社会的弱者に対する格段の配慮を呼びかけており、

特に障害者支援については、今次調査において、インド側よりわが国の取り組み（技

術協力・タイ国「アジア太平洋障害者センター」）を評価し、日本による支援を期待す

る旨の発言があった（計画委員会ユガンダール委員）。

　上記を踏まえて、案件発掘・形成から実施、モニタリング及びフィードバックに至

る協力実施サイクルを通じて、ジェンダー配慮及び社会的弱者に対する配慮を一層強

化する必要性が求められる。

2） 地域間格差の是正

　既述のとおり、過去10年間でインド全体の貧困率は改善をみせたが、都市と農村の

地域格差は引き続き残り、また、富裕な州と貧困州の格差も進展している。こうした

状況を受けて、第11次5ヵ年計画においては、拡大基調にある地域間の格差の是正を

優先課題として掲げ、貧困（後進）州対策を優先課題としてあげている。具体的には、

教育及び保健医療等の基礎的社会サービスの一層の改善を通じた社会インフラの整備

及び投資環境改善に向けた経済インフラ整備の必要性を説いている。また、貧困地域

のうち特に北東州に焦点を当て、その他の地域との「コネクティビティ」の強化に向

けた運輸インフラの整備のほか、農業及び林業セクターへの取り組みを課題としてあ

げている

　上記を踏まえて、今後新規の協力の検討に際しては、地域間の格差是正に資するべ

く、地域配分に一層留意し、貧困（後進）州への支援を強化することが求められる。

（5）実施上の留意点

1） 選択と集中の一層の徹底

　対インド支援を考えるうえでは、インドの開発予算に占めるわが国を含むドナーの支

援割合が極めて限定的であることに留意する必要がある。したがって、支援する課題・

セクターについては、インド側によるイニシアティブを尊重し、また各ドナーの取り組

みに配慮したうえで「選択と集中」の観点に立って検討すべきことはいうまでもない。

特に、2008 年 10月に予定されている JICA及び JBICの統合効果として、技術協力と資

金協力の一体的実施の強化を通じて、ODA事業の効果・効率性が更に向上することが求

められる。
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2） 長期的視野に立った支援

　これに加えて長期的な視野に立った支援も等しく重要である。具体的には、国別援助

計画で強調されているとおり、対インド支援においては、案件の「モデル性」が求めら

れるが、案件の所期目標を達成して、さらには案件ごとの様々な与件を超えて他地域へ

の適用・展開に値する「モデル性」を獲得するに至るには、当然、継続的な関与が必要

となる。これは、特に投入規模の小さい技術協力にはことに当てはまるといえる。

3） 域内経済への波及効果

　2007 年 4月にデリーで開催された南アジア地域協力連合（SAARC）サミットで、南

アジア自由貿易地域（SAFTA）の完全実施が宣言され、インド政府は域内の経済活動の

活発化に向けて、加盟国間の貿易を促進すべく、SAARCの後発5ヵ国（バングラデシュ、

ネパール、ブータン、モルジブ、アフガニスタン）に対し年内にも一定品目を除いて関

税を撤廃することを表明した。既にブータンを筆頭に域内各国（パキスタンを除く）の

対インド貿易シェアは大きく、加えて、ネパールをはじめとしてインドへの出稼ぎ労働

者も多く、これら労働者の外国送金による各国経済への貢献は決して無視できない。こ

のように、インドの経済発展は南アジア各国の経済に大きく影響をしており、対インド

支援による周辺諸国への波及効果及び域内経済の活発化に向けた支援についても留意す

る必要がある。なお、SAARC会議にオブザーバー参加したわが国は、域内のコネクティ

ビティの強化に向けたイニシアティブへの支援を表明している。
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